

















































































































































































和30年 昭和35年 昭和40年 昭和45・年
円 円 円 円
11，036 14，073 37，085 64，947
16，224 20，574 43，670 76，878
20，285 25，140 51，200 87，313
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19，981 25，839 42，917 71，103
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才 ％　　、％ ％　　　％ ％　　　％
20～24 96．3　　87．5 16L6　　101．7 96．6　　88．2
「
25～29 ’92．7　　86．8 118．3　　91．0 93．3　　81．4
30～34 ’94．4　　80．6 98．5　　81．4、 94．9　　82．0
35～39 93．9　　79．4 95．7　　80．7 94．与　80．9
40～44 　　77．5X0．3 　　79．2X3．8 　　79．5X4．6














才 ％　　　％ ％　　　％ ％　　　％
30～34 94。4　　82．6 98．5．83．8 94．9　　84，0
35～39 90．3　　79．4 95．1　　80。7 91．0　　80．0
40～44 82．9 82．1 84．5
45～49 79．1 84．4 81．1
たか，そして将来へどんな展望津持っていたかは，また支出態度に影響を持
　　　　　　　　　の
ってくる筈であるので，世帯主収入，消費支出の世帯主年令階級間格差の変
遷牽とらえてみた。各調査時の24才未満層を基数として，それぞれの年令階
級の所得指数を算出し，同様に算出した消費支出指数とを用いて，図を描い
た（第3図）
　その結果はクロスセクションでみると，昭和30年調査では年令階級があが
ると所得の伸びは大きいが消費支出はあまり変らないのに，昭和40年調査で
は所得の格差は急減し，消費支出はその差が拡大している。昭和45年調査で
は消費支出指数の格差はやや縮少したが，高年者層では，所得・．消費支出指
一135一
　　　　　第3図　所得と消費の世帯主年令階級格差
（クロスセクシaン）　　　　　　　　　　　（コ・一一ホート）
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消費支出指数
数が共に減少して“折返えし”が早い年令層からみられる。コーホートを結
ぶと例えば30年スタートのグループ（Bグループ）では所得指数の後退，伸
びなやみの傾向がみられ，スタート時点では10年後・15年後の高い所得の伸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）
びを期待していたであろうに，実態は若年層の所得増加によりその夢は解消
してしまったのに対し，支出指数は確実に伸びをみせているといえよう。
　30年スタートグループの所得は35才階級以後下降を辿っているが，後発グ
ループは45年時には上向きとなっているので，昭和40年・45年調査からみら
れる所得格差縮少の恩恵は昭和45年時において，35才以下の世帯主を持つ人
達の生活設計に影響を与えたと考えられよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　皿
　以上，消費支出構造，収支均衡状況，そしてやや心理的な期待値と実現値
のズレなどの観点から家計を検討した結果，時系列的なコーホートを組んで
みた場合と，横断的分析では，同じ世帯主年令階級別の変化をみても，その
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生活内容は大分異っていることが推測された。そして，これは今後の生活へ
大きく影響してゆくことになる。例えば，現在の若年層の世帯は，豊富な物
資をつかい，高い所得を得て余裕のある生活設計を持って社会へ出発したの
に対し，昭和30年時に出発した世帯は，世帯主の所得では生活が支えきれず
一家中の収入を注入してようやく生活費をまかない，ゆとりは全く持てない
状態から出発したこと，そして当時の所得格差の中で将来に期待していたこ
とも，社会情勢の変化で実現せず教育期，老年期を迎え，しかも社会保障制
度も完備されていないまま，今後の生活にその日ぐらし的な不安がつきまと
っているといえよう。これらは，今まで用いた家計調査結果の数値から推察
される状況であるが，我々のまわりには更に，第二次大戦前に世帯を形成し
貯えを準備しながら一大変革のために全てを失ってしまった年令層，或は，
高度成長期に生まれ「使い捨て文化」の中に育ちながら，今後の資源枯渇期
に立向わなければならない世代もあるのである。
　このように，それぞれの家計が生活してきた歴史的背景は，経済的な，貯
蓄高・耐久財保有高等や，精神的な，物資への価値感を変え，生活行動を変
型させてゆくのである。
　しかし現実には資料上の制約により横断方法による大量の家計分析によ
り，詳細な家計行動を明らかにしてゆくことも必要である。
　この場合，現状の家計行動にはその世帯が通ってきた社会変動の残影が映
されていることに十分留意した分析が必要であり，たとえば現在の生活への
その家庭自身の評価など，生活意識面まで加味した係数の算入が必要である
ことを痛感した。
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